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背　　　景
　現在，臨床の現場では院内感染予防の観点から医療機
関で勤務するスタッフの予防接種が推奨されており，実
施されている。また，病院などの医療機関で実習する理
学療法の学生も医療従事者と同様に感染症予防として抗
体価陰性者には予防接種が求められている。実習施設で
は，整形外科から内科の多くの疾患や小児から高齢者ま
で広い年齢層の患者を対象に実習を行う。感染症から学
生を守り，学生自らが感染源となることを防ぐためにも
防御に有効な抗体価が必要である。
　本大学の理学療法学科に平成 28年度に在籍していた 1
～ 4年生 387 名の抗体価を調査した結果，麻疹は約半分，
風疹とムンプスは 7割，水痘はほぼ全員，B型肝炎は 1
割未満の陽性率であった。また，各学年や性別での比較
で 4年生の麻疹の陽性率以外は有意差がみられなかった
ことから過去 4年で同じ傾向がみられることが示唆され
た。B型肝炎の予防接種回数は 3回であり，半年の期間
が必要である。また，2種以上の接種は 2週間以上の期
間をあけるなどの期間を必要とする。そのため臨床実習
に向けた感染症対策には学年の早い段階でのワクチン接
種や再接種などの対策が必要であることが示唆された。
　この調査により入学後から早期に感染症対策が必要な
ことから養成校全体での促しが必要であるが，理学療法
士学生は投薬や障害部位の処置などの医療行為が少ない
ために対応が消極的な側面がある。理学療法士養成校が
積極的に感染症予防について対応するためにも全国の状
態を調査する必要があると思われる。本研究により全国
の理学療法士養成校の現状を把握して，今後の感染症対
策への一助としたいと考えている。
　研究の目的は，全国の理学療法士養成校の感染症対策
の実態を明らかにすることである。

対　　　象
　対象施設は，全国の理学療法養成校 263 施設とした。
対象施設には本研究の目的と内容を書面にて説明し，同
意を得て実施した。
　倫理的配慮として対象施設には研究の依頼書および説
明書を同封して調査の概要，調査協力の自由の保障，プ
ライバシーの保護の説明を行った。アンケートは無記名
である。今回の研究への同意，参加の自由を保障してア

ンケートの回答の返信にて同意確認することを明記した。
　本研究は，国際医療福祉大学倫理委員会の承認の下で
実施した（承認番号：16-Io-138）。

方　　　法
　アンケートを各施設に郵送し，理学療法学科の感染症
対策の状況について回答してもらった。アンケートの調
査期間は，平成 29 年 10 月 5 日（アンケート発送）～平
成 29 年 11 月 5 日（投函締切）であった。
　質問項目は，感染症対策の実施として①実施の有無，
②実施の理由，③検査実施内容，④ツベルクリン反応検
査陰性または抗体価が低かった場合の対処としての予防
接種勧奨の有無，⑤予防接種勧奨場所，⑥感染症対策実
施期間（抗体価検査実施時期，予防接種時期），⑦感染
症対策に伴う費用（抗体価検査およびツベルクリン反応
検査，予防接種）を調査した。
　データの解析は，回答を集計し，全回答数からの割合
を算出した。

結　　　果
　今回のアンケートに対して 179 施設から回答があり，
回収率は 68.0％であった。回収された養成校は，大学
39.1％，短期大学 2.2％，4 年制専門学校 25.1％，3 年制
専門学校 33.5％であった。
　感染症対策は 95％の養成校で実施していた。理由とし
ては「実習施設からの要請」47.2％，「患者から学生への
感染」25.6％，「学生から患者への感染」24.4％であった。
　検査項目は，結核 77.7％，風疹 96.6％，麻疹 96.6％，
水痘 94.4％，ムンプス 93.6％，B型肝炎 91.1％を実施し
ていた。抗体価が低い学生に対して予防接種を「推奨
している」61.2％，「推奨していない」26.4％，「無回答」
12.4％であった。
　予防接種の実施場所は「場所は問わないが接種を促す」
が 52.9％，「医療機関を紹介」が 21.0％，「集団接種を校
内で実施」が 10.1％，「集団接種を学外の医療機関で実施」
が 9.4％，「併設の医療機関で団体接種」が 6.5％であった。
　検査の時期は入学前 6.6％，入学時検診 26.3％，2 年
次検診 6.6％，3 年次検診 4.6％，臨床実習開始前 55.0％
であった。予防接種の時期は入学前 4.6％，1 年次前期
23.2%，1 年次後期 21.1%，2 年次前期 12.1%，2 年次後
期 15.0%，3 年次前期 6.8%，3 年次後期 13.9%，4 年次前
期 3.2% であった。
　抗体価検査の費用は，全額個人負担 41.3%，全額養成
校側38.0％，一部個人負担14.5%，その他2.8％であった。
予防接種の費用は，全額個人負担 80.3%，一部個人負担
9.0%，全額養成校負担 7.3%，その他 2.8％であった。

考　　　察
　今回，全国の理学療法士養成校での感染症対策の実
態について明らかにするためにアンケート調査を行っ
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た。回答した養成校の 95％で感染症対策を実施してい
た。実施の理由としては臨床実習での施設からの要請に
よるものが多かった。抗体価の検査項目としては，風疹，
麻疹，水痘，ムンプス（以下，MMRV）と B型肝炎に
ついては 90％以上の養成校で実施されていた。しかし，
抗体価が低い学生に対して予防接種を推奨していない養
成校が 26.4％あった。検査の時期は実習前の期間が多く
占めていた。抗体価検査の費用は全額個人負担と養成校
負担がほぼ同じ割合を占めていた。予防接種の費用の多
くは個人負担であった。
　今回の調査で回答が得られた養成校の 95％で何らか
の感染症対策を行っており，抗体価の検査項目として
は，MMRV，B型肝炎については 90％以上の養成校で
実施されていた。日本看護学校協議会共済会で行った全
国の看護師養成校の調査では，MMRVの検査について
は 90％以上が実施しており，ほぼ同様な割合であった。
しかし，B型肝炎については 86％と今回の理学療法養
成校と比べて低い値を示していた 1）。看護師は医療機関
内で仕事は多岐にわたっており，患者およびその検体
（血液等），医療器具，針などに触れる機会が多い。その
ため感染へのリスクが高く，臨地実習中の学生に関して
も同様である。今回の結果より看護師養成校と同様の結
果を示しており，理学療法士養成校も同様なレベルで実
施していることが示唆された。
　抗体価が低い学生に対して予防接種を推奨していな
い養成校が 61.2％あった。日本看護学校協議会共済会で
行った調査では，MMRVの検査については医学的に禁
忌でなければ 70％以上，B型肝炎については約 57％の
養成校が全員の接種を推奨していた 1）。今回の結果は看
護師養成校より少し低い値を示していた。しかし，今回
のアンケート調査では感染症の種類ごとの推奨について
は回答がなされておらず，MMRVと B型肝炎のワクチ
ン接種の推奨の差を確認できなかった。また，予防接種
として集団接種を行っている養成校が約 25％であった。
6割以上が再接種を推奨しているが，集団接種を実施し
ている養成校は少なかった。円滑な感染症対策を進める
ためには，集団接種での対応を増加させる必要があると
考える。
　感染症の検査の時期は，入学時検診と臨床実習開始前
に主に実施していた。予防接種の時期は，1年次に多く
実施されていた。今回の結果より多くの養成校で検査や
予防接種を 1年次から対応していた。感染症対策の理由
として「実習施設からの要請」が約 50％をしめている
ことからも実習開始前に検査を実施していることが考え
られる。また，医療系養成校として入学時に抗体価を検
査することは重要であり，学生の健康状態を把握するた
めに実施していることが考えられる。また，抗体価が低
い学生には再接種を促す必要があり，同時に接種ができ
ないワクチンもあるため 2種類以上あると最低でも 2ヵ
月以上の期間が必要な場合もある。B型肝炎の予防接種
は，3回接種があるため半年以上必要である。このこと

からも入学時より検査をして，抗体価が低い項目に関し
ては予防接種の対応が必要である。
　感染症の検査費用は，個人負担と養成校負担が半々
であった。予防接種の費用は全額個人負担が多かった。
日本看護学校協議会共済会で行った調査では，検査費
用はMMRVでは約 70％，B型肝炎では約 60％が学生
の個人負担であった。ワクチン接種費用はMMRVでは
90％以上，B型肝炎では約 80％が学生の個人負担であっ
た 1）。検査およびワクチン接種に関しての費用は，個人
負担が多い傾向であった。感染症対策として予防接種の
個人負担などの問題があり，保護者に医療系養成校への
入学することの理解が必要となる。また，家庭の事情な
どで経済負担となる学生には感染症対策費用の積み立て
など計画をたてる必要があることが考えられる。
　今回の調査により学生が安全に臨床実習を行うための
各養成校の状況を把握することができた。しかし，対策
を受けている学生や臨床実習施設の反応については明ら
かになっていない。今後は，学生や保護者が感染症対策
についての理解や希望について調査を進められたらと考
えている。

結　　　論
　今回，全国の理学療法士養成校での学生への感染症対策
について調査を行い，回答が得られた養成校のほとんどが
対策を行っていた。しかし，5％の養成校では対策が未整
備のため臨床実習での感染症から学生を守るためにも全て
の養成校での対策が必要だと考えられる。また，検査やワ
クチン接種の期間であるが，低抗体価の学生には早期に対
応する必要があるため入学時より対応する必要がある。検
査や接種の費用は，自己負担が多いため保護者への理解や
経済的に困難な学生への対応が必要となる。
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